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≪緊急的な取組≫ 

 生活環境に支障が生じる災害廃棄物（がれき）の早期撤去 

 被災により危険性が著しく高まっている地域に関する情報提供 

 高潮や波浪に対する二次災害防止のための防災施設等の応急的な復旧 

 防潮堤等の海岸保全施設にまちづくり・ソフト施策を組み合わせた多重防災型のまちづくり計画等の

策定 

 原子力発電所事故に伴う放射線量の測定など監視体制の充実・強化及び放射性物質に係る健康不安の

解消など安全対策の推進 

 防災機能を強化したブロードバンド等の情報通信ネットワークの整備 

 災害情報等を的確に伝達する防災通信機能の復旧 

 被災地の良好な治安の確保に向けた治安基盤の強化 

 

≪短期的な取組≫ 

 計画的な災害廃棄物の処理を行うとともに、リサイクルを進めるなど、環境に配慮した処理を促進 

 防災拠点（警察署、消防署、学校、病院、庁舎等を含む）の復旧・整備及び災害時に効果的に機能さ

せるための仕組みづくり 

 防潮堤等の公共土木施設の復旧・整備 

 住宅や公共建築物の耐震化の促進 

 災害に強いライフラインの構築（電気、ガス、上下水道、浄化槽等） 

 津波防災を考慮し、まちづくりと一体となった道路、ＪＲ及び三陸鉄道の復旧・整備 

 避難経路の充実をはじめとする迅速な避難体制の構築 

 コミュニティの中心となる自主防災組織の育成・強化や大学等との連携による地域防災教育等の拠点

形成など地域防災力の向上に向けた取組の促進 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 防潮堤等の公共土木施設の整備 

 津波防災を考慮した土地利用に基づく建築物の誘導 

 災害発生時において応急対策の拠点として機能する広域防災拠点の整備（災害時における物流ターミ

ナル基地、広域医療搬送拠点等） 

 複数の避難経路の確保等の高齢者など誰もが余裕を持って安全に避難できる体制の構築 

 災害に強い防災通信機能の整備 

 災害時に有効な情報収集手段となるラジオの難聴地域の解消等の整備促進 

 津波の脅威を風化させない防災教育等の充実 

 防災機能を強化した共同溝や汚水処理施設などの災害に強いライフラインの構築 

 通信設備の重要機能の地域分散や多ルート化、停電対策の強化など災害に強い情報通信ネットワーク

の構築 

 本県に豊富に賦存する太陽光、木質バイオマス、地熱などの再生可能エネルギーを最大限活用するとと

もに、防災拠点や住宅・事業所等が非常時においても一定のエネルギーを賄えるシステムの導入促進 

 地域における防犯活動の促進 

 

災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

Ⅰ 防災のまちづくり 「安全」の確保 

 

３ 取組項目一覧 

「中・長期的な取組」には、第 2 期を中心とする取組を記
載しているが、第 2 期の期間中に着手を予定するものの、
当該期間内に完了しない取組や計画期間を超える取組を含
めて記載している。 
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≪緊急的な取組≫ 

 住民生活を支える道路、汚水処理施設等の生活基盤の応急的な復旧 

 

≪短期的な取組≫ 

 住民の意向を踏まえた新たな生活環境に対応した道路、汚水処理施設等の生活基盤の整備 

 ユニバーサルデザインの考え方に基づいたひとにやさしいまちづくりの推進 

 地域の歴史・文化を踏まえた誇りや愛着を持てる住民主体の美しく魅力ある地域づくりの推進 

 災害遺構の保存や防災教育の充実等による「防災文化」の醸成と継承 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 今回の大震災津波の記憶を未来へ語り継ぎ故郷への思いを継承するイベントの実施及びメモリアル

公園等の拠点施設の整備 

 

 

 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 緊急輸送等のための迂回路の確保や道路の応急的な復旧 

 港湾機能復旧のための航路確保や公共岸壁等の利用促進 

 

≪短期的な取組≫ 

 道路、港湾等の公共土木施設の復旧・整備 

 復興道路として高規格幹線道路等の幹線道路ネットワークの重点整備（三陸縦貫自動車道、三陸北縦

貫道路、八戸・久慈自動車道の三陸沿岸地域の縦断軸、東北横断道釜石秋田線、宮古盛岡横断道路の

内陸と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸） 

 緊急輸送道路などの耐震補強や道路防災施設等の整備 

 津波防災を考慮し、まちづくりと一体となった道路、ＪＲ及び三陸鉄道の復旧・整備（再掲） 

 いわて花巻空港の災害対応機能の強化 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 復興道路として高規格幹線道路等の幹線道路ネットワークの構築 

 高規格幹線道路等を補完する国道、県道などを含めた災害に強く信頼性の高い道路ネットワークの構

築 

 耐震強化岸壁等の整備による港湾の機能拡充 

 工業製品、農林水産物などの生産拠点や観光地等へのアクセス道路の整備 

 

 

 

故郷への思いを生かした豊かで快適な生活環境づくり 

Ⅱ 交通ネットワーク 

 

「安全」の確保 

 

災害に強い交通ネットワークの構築 
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≪緊急的な取組≫ 

 短期間における宿泊施設への一時移送 

 被災者の生活再建に向けた状況を把握するため、被災者カルテの整備を支援 

 住宅ローンの二重債務の解消に向けた支援 

 義援金、被災者生活再建支援金等による生活支援 

 生活福祉資金、災害援護資金等の貸付による生活支援 

 多言語による情報提供、相談対応の実施等外国人県民等被災者の生活支援 

 応急仮設住宅の早期建設 

 公営住宅等の空き住戸の有効活用 

 公営住宅等に居住する被災者に対する家賃負担の軽減 

 被災者の生活の安定に向けて、住まいや生活全般に関する様々な相談に対応できる体制を整備 

 生活再建に向けた被災住宅の新築や修繕等に対する支援 

 避難施設や応急仮設住宅と学校・病院等を結ぶバス路線の運行支援 

 

≪短期的な取組≫ 

 被災者の生活の再建に向けた相談支援 

 ＮＰＯや民生委員など関係機関との連携による相談機能の充実 

 安全で良質な災害復興公営住宅等の公的賃貸住宅の供給の推進 

 住宅再建に向けた各種支援制度の創設及び充実 

 安全に安心して暮らせる新たな住宅及び宅地の供給の推進 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 安全に安心して暮らせる新たな住宅及び宅地の供給の推進（再掲） 

 被災者の生活の再建に向けた相談支援（再掲） 

 民間企業等と連携した分譲住宅の供給の推進 

 避難機能や地域コミュニティに配慮した複合型集合住宅の整備 

 高齢化対応の公営住宅の整備 

 民間のサービス付高齢者向け住宅の普及 

 ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した市町村と地域住民との円滑なコミュニケーション環境の整備支援 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 雇用調整助成金や雇用保険等による労働者の雇用維持 

 雇用労働相談窓口の設置や巡回相談の実施 

 地域ジョブカフェなどワンストップサービス等によるきめ細かな生活・就労支援の実施 

 各種雇用対策基金の活用による雇用創出や復興需要等による雇用拡大に向けたマッチング支援 

 復興需要に対応する建設機械オペレーター養成など再就職等へ向けた職業訓練の拡充 

 

≪短期的な取組≫ 

 被災した離職者等を受け入れる企業の確保に向けた支援や、内陸地域の企業への雇用拡大の要請 

被災者の生活の安定と住環境の再建等への支援 

Ⅰ 生活・雇用 

 

「暮らし」の再建 

 

雇用維持・創出と就業支援 
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≪中・長期的な取組≫ 

 地域産業の早期復興による安定的な雇用の場の創出を支援 

 設備等補助と人件費支援を合わせたパッケージ型国庫補助制度の創設 

 職業訓練等の実施による、新たな産業分野に対応する人材の育成 

 

 

 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 仮設診療所（薬局を含む）の整備や医療スタッフ派遣等運営体制への支援 

 沿岸地域における中核的病院の医療機能の回復 

 「かかりつけ医」など住民に身近な医療を担う診療所等の復旧への支援 

 応急仮設住宅地域における相談、デイサービス、訪問介護・看護、生活支援等を包括的に提供するサ

ポート拠点の整備 

 避難所から応急仮設住宅への移転など、居住環境の変化に対応した介護予防や介護・障がい福祉サー

ビスの充実 

 介護保険施設、介護サービス事業所等の復旧、運営体制への支援 

 障がい福祉施設、障がい福祉サービス事業所等の復旧、運営体制への支援 

 障がい児の早期療育の場の確保 

 保育所、児童館、放課後児童クラブ等の復旧、運営体制への支援 

 

≪短期的な取組≫ 

 被災地における医師、歯科医師、薬剤師、看護師、保健師、栄養士及び介護職員等の保健・医療・福

祉従事者の重点的な確保と多様な人材の育成 

 災害発生当初のＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）活動と連動し、医療、保健活動、こころのケアなど

を一体的に進める医療支援体制の充実・強化 

 ドクターヘリの導入とヘリコプター搬送拠点の整備など搬送体制の充実・強化 

 医薬品等の備蓄、医療支援の拠点機能の強化など災害拠点病院の機能強化 

 医薬品、診療材料、燃料等の計画的な備蓄、調達体制の再構築 

 災害拠点病院等の自家発電装置、通信機器等の非常用設備の充実・強化 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 医療機関の整備支援（高台への移転等まちづくりと連動した整備、災害対応機能の強化） 

 遠隔医療を含めた保健・医療・福祉ネットワークの再構築 

 地域の医療、介護の充実を図る地域包括ケアシステムの構築と、拠点となる介護保険施設、介護サー

ビス事業所等の整備 

 地域の障がい福祉サービスの拠点となる障がい福祉施設、障がい福祉サービス事業所等の整備 

 障がい児の専門的な相談支援体制の充実・強化 

 被災地域の子育てニーズに対応した保育所、放課後児童クラブ等の整備充実 

 防災機能を有する市町村保健センターや社会福祉施設等の整備 

 児童福祉施設、高齢者施設等の機能を有する“総合保健福祉施設”と防災活動、防災学習等の機能を

有する“防災拠点施設”を同一の建物内で運営する公設民営型複合施設の整備 

 

災害に強く、質の高い保健・医療・福祉提供体制の整備 

Ⅱ 保健・医療・福祉 

 

「暮らし」の再建 

 



60 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 避難所から仮設住宅への移転など、被災者の状況の変化に応じた保健師、栄養士等による保健活動や

栄養指導、口腔ケア活動等への支援 

 市町村保健センターの機能回復への支援 

 「こころのケアチーム」による住民や支援者等に対する“こころのケア”の実施 

 保育所職員や行政職員等の支援者に対する研修の実施 

 遊びの場の提供等を通じた子どもの情緒の安定の維持、回復 

 個別訪問、調査の実施による被災孤児の適切な養育環境の確保 

 

≪短期的な取組≫ 

 支援者に対する技術的支援等を担う「こころのケアセンター（仮称）」や地域におけるケア拠点等の

設置 

 精神科医療機関への業務支援等 

 支援者への技術的支援や子どもの精神的ケアを担う「子どものこころのケアセンター」の設置 

 被災孤児・遺児の成長に伴う養育ニーズの変化に対応した、児童相談所等による児童の養育に係る適

切な相談や情報提供の実施 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 新たな地域コミュニティ活動に配慮した健康づくり活動の推進 

 地域のボランティア活動と連携した健康づくりネットワークの再構築と充実 

 「こころのケアセンター（仮称）」及び地域におけるケア拠点を中核とする精神科医療ネットワーク

の充実 

 心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）などのストレス関連障害に対する専門的ケアの提供 

 「子どものこころのケアセンター」と保育所や児童館、児童家庭支援センター、学校等との連携によ

る子どものこころのケアの実施 

 被災孤児に対する親族里親等による家庭的な養護の継続 

 ひとり親家庭等の生活の安定に向けた自立支援 

 

 

 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 県内外の臨床心理士の被災校への派遣による児童生徒の適切な心のサポート 

 大震災津波体験を踏まえた「いわての復興教育」の推進 

 学校施設の復旧整備と通学手段の確保 

 学校運営及び学校教育の早期正常化 

 被災児童生徒の学習支援等のための加配教員の配置 

 大震災津波により親を失った児童生徒等の支援のための「いわての学び希望基金」を活用した給付型

奨学金制度の創設 

 教職員の居住環境の確保と心と体のケアの体制整備  

健康の維持・増進、こころのケアの推進や要保護児童等への支援 

きめ細かな学校教育の実践と教育環境の整備・充実 

 

Ⅲ 教育・文化 

 

「暮らし」の再建 

 



61 

 

≪短期的な取組≫ 

 「いわて子どものこころのサポートチーム」を県内公立学校に派遣 

 「こころのサポート」プログラム等の作成と県内臨床心理士による相談窓口の設置 

 「いわての復興教育」の実践事例の収集と活用 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 児童生徒への心のサポートの充実 

 「いわての復興教育」の充実と各学校の取組を支援 

 防災機能を強化した学校施設整備の推進 

 被災児童生徒が在籍する各学校の状況に応じた教職員の配置と人材登用 

 「いわての学び希望基金」を活用した給付型奨学金制度や、児童生徒が交流するための施設等の整備

による継続的な支援 

 教職員の心と体のケアの充実 

 学校、家庭、地域が一体となった教育復興に対する支援 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 被災地域の歴史資料や文化財等の修復・保存 

 

≪短期的な取組≫ 

 文化芸術施設等の復旧及び機能回復への支援 

 文化芸術の鑑賞機会や交流の場の提供による被災者等の支援 

 中学生・高校生の文化部活動への支援 

 被災地域の伝統的な民俗芸能の再興支援 

 地域における文化芸術活動への支援 

 被災地域の復興に係る開発事業との調整、埋蔵文化財調査体制の確立・調査の推進 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 文化芸術施設等整備の支援 

 学校等で行う文化芸術活動の取組への支援 

 被災地域の歴史資料や文化財等の活用 

 被災地域の伝統的な民俗芸能の保存、継承への支援 

 埋蔵文化財調査の継続、出土資料の整理及び活用 

 

 

 

≪短期的な取組≫ 

 公民館、図書館等の社会教育施設の復旧支援  

 各種施設における事業の再開支援や地域づくりに向けた社会教育の支援 

 地域人材を活用した被災地における児童生徒の居場所づくりの推進 

 教育振興運動の取組体制の再構築の支援 

 

社会教育・生涯学習環境の整備 

 

文化芸術環境の整備や伝統文化等の保存と継承 
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≪中・長期的な取組≫ 

 公民館、図書館等の社会教育施設整備の支援 

 社会教育施設における事業充実や人材育成等への支援 

 地域人材による学校教育及び社会教育を支援する体制づくりの推進 

 教育振興運動による地域課題解決に向けた取組の推進 

 

 

 

≪短期的な取組≫ 

 スポーツ・レクリエーション施設の復旧・整備の支援 

 スポーツ活動や健康づくりを支える医科学サポートの環境整備 

 スポーツの活動場所、競技用具等に係る支援情報の提供 

 中学生・高校生の運動部活動の諸大会への参加支援 

 スポーツ・レクリエーション活動団体の運営体制への支援 

 スポーツイベント等の開催や参加への支援 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 スポーツ・レクリエーション施設整備の支援 

 医科学サポートを活用したスポーツ活動や健康づくりの支援 

 総合型地域スポーツクラブの活性化への支援 

 

 

 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 応急仮設住宅等での避難生活における、従前の住民相互のコミュニケーションの維持や地域コミュニ

ティを継続するための仮設集会施設等の整備などの支援 

 応急仮設住宅等での身近な相談窓口の設置と生活支援相談員の配置 

 応急仮設住宅等における安否・見守り活動の実施 

 

≪短期的な取組≫ 

 地域コミュニティ活動をリード・サポートする人材の育成や地域コミュニティ活動の支援 

 「新しい公共」の担い手であるＮＰＯや企業等が主体となって取り組む復興活動を支援 

 伝統文化等地域資源を活かした地域づくり活動の支援 

 災害ボランティア活動の推進 

 福祉マップづくりや福祉避難所の協定の促進 

 福祉専門職による災害時支援体制の構築や災害時に有用な要援護者データベースの構築 

 被災地域の障がい者就労支援事業所の販路確保等を支援する拠点の整備 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 避難施設と地域コミュニティ機能を兼ね備えた集合住宅の整備（再掲） 

スポーツ・レクリエーション環境の整備 

 

Ⅳ 地域コミュニティ 

 

「暮らし」の再建 

 

地域コミュニティの再生・活性化 
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 被災地域の自立的復興を促進するため、地域コミュニティ再生に向けた地域づくり計画の作成や実践

活動の他、地域コミュニティ間の連携・広域的な取組等への支援 

 市町村が目指すモデル的な地域コミュニティ再生に向けた地域住民の主体的な取組の支援 

 外国人県民等との交流機会づくりや、地域コミュニティ活動への参加の支援 

 福祉に関する相談のワンストップ体制の構築 

 民生委員の地区割りの再編成による地域福祉活動の促進 

 地域福祉活動コーディネーターによる地域における新たな支え合いの醸成 

 住民参加による高齢者や障がい者等への生活支援サービスの創出や運営の支援 

 福祉コミュニティづくりへの高齢者の参加促進 

 地域の福祉施設を中核とした障がい者の生活支援体制の構築 

 障がい者の就労スペースと商業施設の一体的な整備 

 

 

 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 県内外の自治体や県からの一般事務職や専門職の派遣による人的支援 

 市町村行政に必要な基礎的資料の整備や公的機関の機能の早期復旧に向けた支援 

 

≪短期的な取組≫ 

 復興計画等の策定や復興事業の実施等を行う市町村への技術的な助言 

 

≪中期的な取組≫ 

 被災市町村が地方自治法に定める機関等の共同設置や事務の委託など、市町村間の連携を必要とする

場合の助言・支援 

 市町村の公共的サービスへのＩＣＴ（情報通信技術）の導入支援 

 

行政機能の回復 

 

Ⅴ 市町村行政機能 

 

「暮らし」の再建 
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≪緊急的な取組≫ 

 漁業協同組合による漁船・養殖施設等生産手段の一括購入・共同利用システムの構築を支援 

 秋サケ等定置網漁業やワカメ養殖等の再開に向けて、漁船の一括購入や養殖施設等共同利用施設の早

期復旧を支援 

 サケ・アワビ等の放流再開に向けて、今季使用可能なサケふ化場の応急的な復旧やアワビ等種苗生産

施設の復旧を推進 

 漁業者による漁港・漁場の調査、災害廃棄物（がれき）の撤去等を通じた生活支援 

 生産者等の二重債務の解消に向けた関係機関等と連携した支援 

 

≪短期的な取組≫ 

 漁業協同組合による漁船、共同利用施設の復旧・整備を支援 

 サケふ化場、アワビ等種苗生産施設の復旧・整備を支援 

 共同利用システムの活用や協業体の育成などを通じた担い手の確保・育成を支援 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 漁業協同組合等が連携した効率的なサケ・アワビ等の種苗生産体制の構築 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 中核的な産地魚市場の再開と安定的な運営に必要な施設の応急的な復旧と設備・機器の整備を支援 

 秋サケ漁の水揚げに向けて、荷捌き施設の応急的な復旧を支援 

 事業再開に向けて、冷凍・冷蔵施設、加工施設等共同利用施設の復旧・整備を支援 

 国等で行う施設・設備整備補助や仮設工場貸付事業などへのコーディネート 

 復興支援ファンド等による二重債務解消に向けた支援と融資・補助制度の充実により企業再生を支援 

 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するための取組の推進 

 各種助成制度・融資制度を円滑に活用するため、商工支援団体等と連携した事業協同組合等の協業化

支援や地域の中核企業を中心とした企業間連携の促進 

 

≪短期的な取組≫ 

 水産物の水揚げ状況や市場としての機能付けに応じた産地魚市場の施設・設備の復旧・整備を支援 

 中核的な産地魚市場における高度な衛生・鮮度管理に対応できる施設・設備の復旧・整備を支援 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 加工機能の集積や企業間連携等による高生産性・高付加価値化を実現する流通（魚市場）・加工体制

の構築 

 希望ファンド・農商工連携ファンド等の活用による付加価値の高い商品開発の支援 

 三陸ブランドの復活をアピールする国内外への販路拡大支援 

 

Ⅰ 水産業・農林業 

 

「なりわい」の再生 

 

漁業協同組合を核とした漁業、養殖業の構築 

 

 

産地魚市場を核とした流通・加工体制の構築 
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≪緊急的な取組≫ 

 漁港での漁船の係留・停泊機能回復のための航路・泊地の支障物や災害廃棄物（がれき）を撤去 

 生産再開に向けた漁場での災害廃棄物（がれき）を撤去 

 当面の安全性や機能の確保のための漁港や海岸保全施設等の応急的な復旧 

 

≪短期的な取組≫ 

 水産物の水揚げ状況や漁船の安全確保等の必要とされる機能に応じた漁港・漁場の復旧・整備 

 災害に強く快適な漁村環境形成のための漁村生活環境基盤、海岸保全施設の復旧・整備 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 地域の防災対策や地域づくり、水産業再生の方向性を踏まえた漁港・漁場・漁村生活環境基盤、海岸

保全施設の復旧・整備 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 農地等の災害廃棄物（がれき）の早期撤去や除塩対策の実施 

 早期の営農再開に向けて、農地・農道・水利施設等の農業生産基盤の応急的な復旧 

 カントリーエレベーターや農業倉庫等共同利用施設の復旧を支援 

 当面の安全性や機能の確保のための海岸保全施設等の応急的な復旧 

 当面の所得確保に向けた農産加工等の再開や秋冬期野菜（キャベツ等）の導入促進 

 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するための取組の推進（再掲） 

 生産者等の二重債務の解消に向けた関係機関等と連携した支援（再掲） 

 

≪短期的な取組≫ 

 農産物の生産拡大に向けた生産体制の構築や安定的な販路の確保を支援 

 農産加工や郷土料理の提供など、経営の多角化に取り組む経営体の育成 

 農地・農道・水利施設等の農業生産基盤の復旧・整備 

 災害に強く快適な農村環境形成のための農村生活環境基盤、海岸保全施設の復旧・整備 

 農業生産基盤整備を通じた農地の利用集積の促進や収益性の高い園芸品目の導入の拡大などによる

担い手の確保・育成を支援 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 沿岸地域の夏季冷涼・冬季温暖な気象特性を生かした園芸産地の形成や、畜産業・食産業等の地域産

業と連携した農業の展開 

 災害復旧と一体となって進める圃場の整備など、地域の防災対策や地域づくりの方向性を踏まえた農

業生産基盤や農村生活環境基盤、海岸保全施設の復旧・整備 

 市町村、団体との連携による新規就農者や地元企業等の新たな担い手の確保・育成

漁港等の整備 

 

 

地域特性を生かした生産性・収益性の高い農業の実現 
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≪緊急的な取組≫ 

 早期の操業再開が可能な地域の木材を活用する合板工場等の施設・機械設備の復旧・整備を支援 

 地域の合板工場等の被災により流通が停滞している原木の販路拡大を支援 

 森林組合による高性能林業機械等の再整備を支援 

 防潮林等の災害廃棄物（がれき）の早期撤去 

 当面の安全性や機能の確保のための海岸保全施設の応急的な復旧 

 生産者等の二重債務の解消に向けた関係機関等と連携した支援（再掲） 

 

≪短期的な取組≫ 

 被害が大きい合板工場等の施設・機械設備の復旧・整備を支援 

 林野火災跡地における復旧造林等の促進 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 地域の防災対策や地域づくりの方向性を踏まえた防潮林、海岸保全施設の復旧・整備 

 

 

 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 復興支援ファンド等による二重債務解消に向けた支援と新規融資支援など一貫した企業再生支援体

制の整備 

 仮設店舗・工場の整備等や空き工場・団地の斡旋による一時的な事業スペースの確保支援 

 仮設商店街の開設等による地域で失われた商機能回復のための支援 

 早期の事業再開に向けた融資制度の拡充や補助制度の創設等による金融支援の実施 

 国や商工支援団体と連携した専門家派遣の拡充など多様な相談に対応するワンストップ経営相談体

制の確立 

 事業協同組合等の協業化支援や地域の中核企業を中心とした企業間連携の促進 

 首都圏アンテナショップの活用や全国の復興支援フェアへの協力など、被災した地場産業を支援する

国内外への積極的な情報発信の実施 

 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するための取組の推進（再掲） 

 

≪短期的な取組≫ 

 再建した企業の経営安定化に向けた金融面や制度面の継続的な支援 

 特区制度等の活用による各種優遇税制措置や地方税減免 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 地域に根差した中小企業等の経営の安定化や高度化の推進 

 一次産業と連携した高生産性・高付加価値化を実現する食産業の振興 

 三陸ブランドの復活をアピールする国内外への販路拡大支援（再掲） 

 新たなまちづくりと連動した商店街の再構築と振興支援 

地域の木材を活用する加工体制等の再生 

 

 

Ⅱ 商工業 

 

「なりわい」の再生 

 

中小企業等への再建支援と復興に向けた取組 
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≪緊急的な取組≫ 

 復興支援ファンド等による二重債務解消に向けた支援と新規融資支援など一貫した企業再生支援体

制の整備（再掲） 

 仮設店舗・工場の整備等や空き工場・団地の斡旋による一時的な事業スペースの確保支援（再掲） 

 被災企業に対する金融支援、企業間連携の促進等きめ細かな早期回復支援 

 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するための取組の推進（再掲） 

 

≪短期的な取組≫ 

 再建した企業の経営安定化に向けた金融面や制度面の継続的な支援（再掲） 

 特区制度等の活用による各種優遇税制措置や地方税減免（再掲） 

 内陸のものづくり企業とのネットワーク構築等による企業間の相互支援を促進 

 サプライチェーンの維持・回復と取引拡大支援 

 学校と産業界との連携による現場実習やインターンシップの実施等の取組を支援 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 牽引役となる産業の集積を促進するとともに、内陸地域の関連企業と沿岸企業とのパイプを強化し沿

岸ものづくり企業の復興を支援 

 新規立地促進による産業の活性化を図るために必要な規制緩和の実施や本格操業に向けた工場整備

等支援 

 地域産業の競争力を強化するため、産学官連携による産業人材の育成 

 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の誘致など、岩手・三陸の資源や特性を生かした科学技術振興や学

術研究とその拠点形成 

 災害に強い低炭素社会対応型の各種インフラの整備や先駆的なＩＴ産業の誘致等による新産業の創

出 

 

 

ものづくり産業の新生 
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≪緊急的な取組≫ 

 早期の事業再開に向けた融資制度の拡充や補助制度の創設等による金融支援の実施（再掲） 

 復興支援ファンド等による二重債務解消に向けた支援と新規融資支援など一貫した企業再生支援体

制の整備（再掲） 

 

≪短期的な取組≫ 

 再建した企業の経営安定化に向けた金融面や制度面の継続的な支援（再掲） 

 特区制度等の活用による各種優遇税制措置や地方税減免（再掲） 

 三陸ならではの体験型観光素材の早期復旧支援 

 漁業や食産業の復旧と連動し、三陸の魅力を旅行エージェント等や復興支援フェアを通じて情報発信 

 観光コーディネーター等の活用による観光復興リーダーの育成支援 

 自然公園歩道などの施設復旧・整備による、自然とのふれあいの促進 

 災害時に活用できる自然公園施設の整備 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 観光に関わる幅広い産業間の連携を促進し、県民、ＮＰＯ、行政等が一体となった観光地のプラット

フォームづくりの促進 

 養殖漁業の復興と連携した新たな観光資源の開発等による三陸沿岸観光の再構築 

 津波・防災等の研究拠点やジオパークなど新たな魅力の付加による観光の振興 

 

 

 

≪緊急的な取組≫ 

 自粛ムードの解消に向けた取組（つなげる・つながる・まごころ運動）への支援 

 復興支援と連動したツアー商品の造成促進や各種キャンペーンを通じた宣伝・誘客活動の促進 

 放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拭するための取組の推進（再掲） 

 

≪短期的な取組≫ 

 全国各地、海外からの多くの支援、激励への感謝を示す国内外への情報発信 

 復興支援の要素を加味した「いわてデスティネーションキャンペーン」の実施 

 平泉文化遺産の世界遺産登録と連動した国内外へ向けた観光振興施策の実施 

 新たな空路を活用した観光客等の誘致促進 

 新たなつながりを大切にした交流人口の拡大 

 様々な媒体を用いた岩手の魅力の発信 

 

≪中・長期的な取組≫ 

 三陸沿岸の景観・食の魅力に加え、津波防災等の先駆的な取組を誘客要因とした観光資源の創造と、

それらの情報発信による多様な観光客の誘致 

 復興支援の交流をベースとしたツアーや、全国・国際規模の会議、大会等の誘致などによる観光の振興 

 テレビ番組や映画などのロケ地として選択されるような魅力あるまちづくりの促進 

 日本一の「おもてなし」の心と、歴史・文化、豊かな自然と暮らしが調和する国際的な観光立県を確立 

Ⅲ 観光 

 

「なりわい」の再生 

 

観光資源の再生と新たな魅力の創造 

 

 

復興の動きと連動した全県的な誘客への取組 

 

 


